
総　括　表 （単位：千円）

前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
当初予算
に対する
伸率(％)

前年度同期
予　算　額

対前年度
同期伸率

(％)

197,408,878 6,465,328 203,874,206 25.8 227,575,767 △ 10.4

公 営 住 宅 建 設 資 金 1,703,000 129,138 1,832,138 7.6 1,755,165 4.4

国 民 健 康 保 険 42,935,877 △ 152,795 42,783,082 △ 0.3 43,492,994 △ 1.6

後 期 高 齢 者 医 療 5,450,000 △ 213,864 5,236,136 △ 3.9 5,238,508 0.0

公 園 墓 地 280,000 △ 2,766 277,234 △ 1.0 286,907 △ 3.4

卸 売 市 場 875,000 △ 162,808 712,192 △ 18.6 804,347 △ 11.5

母子父子寡婦福祉資金 43,000 0 43,000 0.0 49,000 △ 12.2

介 護 保 険 36,920,606 3,709,353 40,629,959 11.0 36,426,259 11.5

公設合併処理浄化槽事業 410,057 3,439 413,496 10.3 393,457 5.1

宅 地 造 成 事 業 737,000 △ 75,158 661,842 △ 10.2 472,440 40.1

公 債 管 理 17,971,000 △ 50,910 17,920,090 △ 0.3 19,375,761 △ 7.5

小 計 107,325,540 3,183,629 110,509,169 3.3 108,294,838 2.0

水 道 事 業 14,452,000 △ 622,956 13,829,044 △ 4.3 13,367,779 3.5

工 業 用 水 道 事 業 26,000 △ 1,622 24,378 △ 6.2 45,577 △ 46.5

公 共 下 水 道 事 業 20,357,000 365,947 20,722,947 1.8 21,297,370 △ 2.7

農 業 集 落 排 水 事 業 1,060,000 △ 4,210 1,055,790 △ 0.4 1,095,578 △ 3.6

田 野 病 院 事 業 1,134,000 257,730 1,391,730 22.7 1,148,658 21.2

小 計 37,029,000 △ 5,111 37,023,889 0.0 36,954,962 0.2

341,763,418 9,643,846 351,407,264 14.8 372,825,567 △ 5.7
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一般会計
（歳　入）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 市 税 51,192,000 2,701,000 53,893,000 25.9 26.4 

15 地 方 譲 与 税 1,401,000 313,000 1,714,000 0.7 0.8 

20 利 子 割 交 付 金 20,000 7,955 27,955 0.0 0.0 

21 配 当 割 交 付 金 96,000 101,005 197,005 0.0 0.1 

22 株式等譲渡所得割交付金 237,000 △ 39,295 197,705 0.1 0.1 

23 法 人 事 業 税 交 付 金 317,000 454,731 771,731 0.2 0.4 

24 地 方 消 費 税 交 付 金 8,930,000 939,379 9,869,379 4.5 4.9 

25 ゴルフ場利用税交付金 168,000 16,307 184,307 0.1 0.1 

31 環 境 性 能 割 交 付 金 48,000 18,901 66,901 0.0 0.0 

33 地 方 特 例 交 付 金 702,000 381,738 1,083,738 0.4 0.5 

35 地 方 交 付 税 22,351,000 2,090,164 24,441,164 11.3 12.0 

40 交通安全対策特別交付金 98,000 2,000 100,000 0.1 0.1 

45 分 担 金 及 び 負 担 金 1,332,602 8,914 1,341,516 0.7 0.7 

50 使 用 料 及 び 手 数 料 1,990,502 △ 98,795 1,891,707 1.0 0.9 

55 国 庫 支 出 金 54,677,235 1,002,139 55,679,374 27.7 27.3 

60 県 支 出 金 26,646,951 428,023 27,074,974 13.5 13.3 

65 財 産 収 入 734,106 29,239 763,345 0.4 0.4 

70 寄 附 金 1,686,391 1,231,093 2,917,484 0.9 1.4 

75 繰 入 金 6,203,894 △ 3,564,114 2,639,780 3.1 1.3 

80 繰 越 金 809,790 571,485 1,381,275 0.4 0.7 

85 諸 収 入 3,013,507 77,780 3,091,287 1.5 1.5 

90 市 債 14,753,900 △ 207,321 14,546,579 7.5 7.1 

計 197,408,878 6,465,328 203,874,206 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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（歳　出）

款
前回までの
累計予算額

補正予算額 合　計
補正前の
構成比
（％）

補正後の
構成比
（％）

10 議 会 費 713,156 △ 25,253 687,903 0.4 0.3 

15 総 務 費 14,539,222 4,501,736 19,040,958 7.4 9.3 

20 民 生 費 96,418,804 338,665 96,757,469 48.9 47.5 

25 衛 生 費 16,252,579 325,327 16,577,906 8.2 8.1 

30 労 働 費 78,862 7,817 86,679 0.0 0.1 

35 農 林 水 産 業 費 4,353,050 170,245 4,523,295 2.2 2.2 

40 商 工 費 16,592,526 485,653 17,078,179 8.4 8.4 

45 土 木 費 14,445,588 84,423 14,530,011 7.3 7.1 

50 消 防 費 3,616,532 79,003 3,695,535 1.8 1.8 

55 教 育 費 12,688,669 738,136 13,426,805 6.4 6.6 

60 災 害 復 旧 費 546,630 △ 191,964 354,666 0.3 0.2 

65 公 債 費 17,043,259 △ 48,459 16,994,800 8.6 8.3 

70 諸 支 出 金 1 △ 1 0 0.0 0.0 

75 予 備 費 120,000 0 120,000 0.1 0.1 

計 197,408,878 6,465,328 203,874,206 100.0 100.0 

※四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある。

（単位：千円）
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主　な　補　正　の　概　要
【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

移住・定住支援事業

〔企画政策課〕
宮崎ふるさと愛寄附金推進事
業

〔企画政策課〕
財政調整基金ほか積立金

〔財政課〕
償還金

〔財政課〕
障がい児通所支援事業

〔障がい福祉課〕
障がい福祉サービス事業

〔障がい福祉課〕
障害者自立支援給付費等負担
金償還金

〔障がい福祉課〕
生活保護費

〔社会福祉第一課〕

33,400
県
(3/4)

○ 県の内示に伴うもの
移住支援金の申請が見込額を上回るため、所要額を増額しま
す。

※補正前　52,000千円　⇒　補正後　85,400千円

228,460 寄附金

○ ふるさと納税の寄附額が見込みを上回るため、返礼品の購
入・発送等に係る委託料等の所要額を増額します。

※寄附見込額　2,400,000千円　⇒　2,800,000千円　
※補正前　1,347,883千円　⇒　補正後　1,576,343千円

2,879,589 寄附金

○ ふるさと納税の寄附額が見込みを上回るため、ふるさと基金
への積立額を増額します。また、国から令和3年度のみの地
方財政措置として、臨時財政対策債償還基金費が交付税措置
されたことに伴い、翌年度以降の償還財源として財源対策債
等償還基金へ積立てます。

※補正前　1,115,605千円　⇒　補正後　3,995,194千円

1,037,422
国
県
諸収入

○ 過年度の国及び県等からの超過受入分の償還金が確定したた
め、所要額を増額します。

※補正前　88,154千円　⇒　補正後　1,125,576千円

154,997

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 放課後等デイサービス等の利用が増加したため、所要額を増
額します。

※補正前　1,980,000千円　⇒　補正後　2,134,997千円

451,283

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 就労継続支援サービス等の利用が増加したため、所要額を増
額します。

※補正前　8,800,000千円　⇒　補正後　9,251,283千円

9,222 諸収入

○ 事業所からの給付費の返還に伴い、国及び県に対して、負担
金相当額を償還します。

＜事業所からの返還予定額＞
　3事業所：12,295,826円(国1/2、県1/4)

△ 159,100
国
(3/4)

○ 各扶助費毎の支給実績に伴い、所要額を減額します。

＜内訳＞
・生活、住宅、教育、その他の扶助費　△250,000千円
・医療扶助費　　　　　　　　　　　　　 82,200千円
・施設事務費　　　　　　　　　　　　　 10,000千円
・介護扶助費　　　　　　　　　　　　△  1,300千円

※補正前　13,700,000千円　⇒　補正後　13,540,900千円

総務

民生
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

宮崎市子どもの未来応援基金
積立金

〔子育て支援課〕
本郷児童館駐車場用地取得事
業

○

〔子育て支援課〕
私立保育所運営費

〔保育幼稚園課〕
認定こども園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
幼稚園施設型給付事業

〔保育幼稚園課〕
地域型保育給付事業

〔保育幼稚園課〕
子どものための教育・保育給
付交付金返還金

〔保育幼稚園課〕
子ども医療費助成事業

〔親子保健課〕
一般廃棄物収集運搬事業

〔環境業務課〕
中古ハウス有効利用支援事業

〔農政企画課〕
新規就農者中古ハウス有効
利用支援事業

〔農政企画課〕

11,000
財産収入
寄附金

○ 子どもの未来を応援する事業の財源とするため、企業や市民
から寄せられた寄附金を子どもの未来応援基金に積立てま
す。

6,787

本郷児童館の利便性を確保するため、駐車場用地として借用
している宮崎市土地開発公社所有地を取得します。

△ 273,805

△ 38,438

△ 26,877

△ 3,096

322

○ 「子どものための教育・保育給付交付金」の国及び県に対す
る実績報告において、市が独自に負担すべき額を補助対象経
費に含めて報告していたことが判明し、交付金の返還が生じ
たため、本年度中に返還を要する額を計上します。

・平成27年度分　322千円

67,164
県
(1/2)

○ 子ども医療費の助成額が当初の見込みを上回るため、所要額
を増額します。

※補正前　1,550,000千円　⇒　補正後　1,617,164千円

衛生 2,465
国
(1/2)

○ 生活環境の保全と公衆衛生の維持のため、令和3年9月16日の
大雨で発生した災害廃棄物等について、その収集運搬及び処
分にかかった所要額を増額します。

※補正前　1,257,474千円　⇒　補正後　1,259,939千円

農林
水産

11,293

○ 補助金の申請額が当初の見込みを上回ったため、所要額を増
額します。

※補正前　8,000千円　⇒　補正後　19,293千円

△ 12,452

○ 補助金の申請額が当初の見込みを下回ったため、所要額を減
額します。

※補正前　17,600千円　⇒　補正後　5,148千円

民生

国
(1/2)
県
(1/4)

○ 給付費の実績が当初の見込みを下回るため、所要額を減額し
ます。

※補正前　19,114,000千円 ⇒ 補正後　18,771,784千円

事業名 補正前 補正後 補正額

私立保育所運営費 8,330,000 8,056,195 ▲ 273,805

認定こども園施設型給付事業 9,570,000 9,531,562 ▲ 38,438

幼稚園施設型給付事業 852,000 825,123 ▲ 26,877

地域型保育給付事業 362,000 358,904 ▲ 3,096

合計 19,114,000 18,771,784 ▲ 342,216
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

新規就農者ハウス整備支援
事業

〔農政企画課〕
農業次世代人材投資事業

〔農政企画課〕
みやざきの園芸産地強化支援
事業

〔農業振興課〕
農産園芸用資機材導入支援事
業

〔農業振興課〕
畜産施設整備支援事業

〔農業振興課〕
治山事業

〔森林水産課〕
国土調査事業

〔農村整備課〕
青島ビーチパーク景観整備事
業

〔観光戦略課〕

4,005

○ 補助金の申請額が当初の見込みを上回ったため、所要額を増
額します。

※補正前　24,000千円　⇒　補正後　28,005千円

△ 24,534
県
(10/10)

○ 補助金の交付額が当初の見込みを下回ったため、所要額を減
額します。

※補正前　141,274千円　⇒　補正後　116,740千円

17,836

○ 補助金の申請額が当初の見込みを上回ったため、所要額を増
額します。

※補正前　40,952千円　⇒　補正後　58,788千円

116,970
県
(10/10)

○ 国(県)の追加要望調査が実施され、事業実施が可能になった
ため、所要額を増額します。

※補正前　70,561千円　⇒　補正後　187,531千円

2,309

○ 補助金の申請額が当初の見込みを上回ったため、所要額を増
額します。

※補正前　5,330千円　⇒　補正後　7,639千円

5,459
県
(2/3)
市債

○ 台風などの自然災害により山崩れを起こしている森林の被害
拡大と土砂の流出を防止するため、治山工事を実施します。

＜事業概要＞
　佐土原町　東上那珂地区(法面工)
　高岡町　　北原田地区(かご工)　等

※補正前　510千円　⇒　補正後　5,969千円

△ 77,492
県
(3/4)

○ 補助金の交付額が見込みを下回ったため、所要額を減額しま
す。

※補正前　100,000千円　⇒　補正後　22,508千円

商工 1,895 市債

○ コンテナ設置工事について、資材・人件費が高騰したこと
や、建築基準法により公道からの接続階段設置の必要性が判
明したことから、所要額を増額します。

※補正前　11,700千円　⇒　補正後　13,595千円

農林
水産
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

プロ野球宮崎キャンプ受入事
業

〔スポーツランド推進課〕
宮崎駅東通線（３工区）整備
事業（社会資本整備総合交付
金）

〔市街地整備課〕

商工 4,000

○ プロ野球宮崎キャンプの受け入れに伴う交通対策等につい
て、警備費用の高騰等のため、所要額を増額します。

読売ジャイアンツ宮崎キャンプ受入事業　　　　 1,000千円
福岡ソフトバンクホークス宮崎キャンプ受入事業 2,000千円
オリックス・バファローズ宮崎キャンプ受入事業 1,000千円

※補正前　58,000千円　⇒　補正後　62,000千円

土木 111,951
国
(5.5/10)
市債

○ 事業用地交渉の進捗を踏まえた契約締結を実施し、早期の工
事着手を図るため、所要額を増額します。

※補正前　280,000千円　⇒　補正後　391,951千円
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【国の補正予算に伴うもの】

25事業　1,534,218千円 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

転出・転入ワンストップ化シ
ステム改修事業（Ｒ３国補
正）

〔市民課〕
障がい福祉分野ロボット等導
入支援事業（Ｒ３国補正）

〔障がい福祉課〕
生産活動拡大支援事業（Ｒ３
国補正）

〔障がい福祉課〕
園芸施設整備支援事業（Ｒ３
国補正）

〔農業振興課〕
葉たばこ廃作緊急対策事業
（Ｒ３国補正） 県

(10/10)

〔農業振興課〕

総務 8,627
国
(9.5/10)

○ マイナポータルを利用した手続きのオンライン化により転出
届出時の市民への負担軽減を図るため、ＭＩＣＪＥＴ住記シ
ステムへの機能追加を行います。

民生

5,870
国
(2/3)

○ 障がい福祉サービスの生産性向上や介護業務の負担軽減を図
るため、介護ロボット等を導入する事業所に対して、導入費
用の一部を助成します。

＜対象事業所＞
　障がい者支援施設、グループホーム、短期入所施設

1,500
国
(2/3)

○ 就労継続支援事業所における利用者の賃金・工賃確保を図る
ため、新型コロナウイルス感染症の影響により、生産活動が
停滞している事業所に対して、生産活動の拡大に向けて必要
な費用の一部を助成します。

＜対象事業所＞
　就労継続支援事業所(A型・B型)

農林
水産

4,050

県
(10/10)

○ 園芸産地の施設整備を推進し、作業の省力化を図るため、宮
崎中央地域農業再生協議会に対し、しょうが用トレーラッ
パーの整備に係る費用の一部を助成します。

39,879

○ 葉たばこ廃作に伴う品目転換や規模拡大を行うため、葉たば
こ廃作地を活用する営農集団に対し、農業用機械のリース導
入や小規模な共同利用施設の整備等に係る費用を助成しま
す。

【取組内容】

葉たばこ廃作緊急対策事業（Ｒ３国補正）【市上乗せなし】

補助率また
は

上限補助単

受益面
積

（ａ）

総事業
費

（税

補助対
象

事業費

補助金
国⇒県

1,026 2,204 2,204 2,204

堆肥の施用 25千円/10a 836 2,090 2,090 2,090

土壌診断  8千円/10a 0 0 0 0

地力増進  6千円/10a 190 114 114 114

堆肥散布機
ツル切機６台
コンポキャスタ４台
フレールモア
管理機２台
カンショ洗浄機２台
いも類収穫機
キャベツ収穫機
ＡＰハウス２棟
選果機
ドローン　　他

1/2以内

集出荷施設 363.5㎡ 1/2以内

85,096 77,560 39,879

事業メニュー

 地区推進事業

 機械等リース支援事業

 小規模施設等整備事業

計

1,580 38,892 35,356 17,675

500 44,000 40,000 20,000

【取組内容】

園芸施設整備支援事業（Ｒ３国補正）【市上乗せなし】

国⇒県費
(1/2以内)

市費
(5%以内）

その他
(自己資金)

佐土原・
しょうが・
トレーラッ

パー

8,910 8,100 4,050 4,860 

合計 8,910 8,100 4,050 0 4,860 

負担割合

予算要求額(国⇒県＋市) 4,050 

地区・
品目・

事業内容

事業費
(税込)

事業費
(税抜)
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

かんしょ重要病害虫緊急対策
事業（Ｒ３国補正） 県

(10/10)

〔農業振興課〕
県営漁港整備事業（Ｒ３国補
正）

〔森林水産課〕
農村地域防災減災事業（調査
計画）（Ｒ３国補正）

〔農村整備課〕
国土調査事業（Ｒ３国補正）

〔農村整備課〕
農業用河川工作物応急対策事
業（Ｒ３国補正）

〔佐土原・農林建設課〕

4,678

○ サツマイモ基腐病を早期に封じ込めるため、令和3年作にお
いて、サツマイモ基腐病が確認された経営体で構成される生
産組合に対し、防除対策に係る費用の一部を助成します。

13,600 市債

○ 漁港施設の長寿命化、航路泊地の確保のため、県営漁港整備
事業に係る市負担金を支出します。
(負担割合　国50％、県40％、市10％)

＜事業概要＞
　青島漁港　突浪第２桟橋設計　    600千円
　野島漁港　航路泊地浚渫　　　 10,000千円
　青島漁港　沖防波堤設計　　    1,000千円
　青島漁港　第２東沖防波堤設計　1,000千円
　青島漁港　東防波堤設計　　　  1,000千円

69,000
県
(10/10)

○ 防災重点農業用ため池の決壊による水害から、地域住民の生
命及び財産を守るため、堤体の損傷や漏水等の有無を調査す
る『劣化状況評価』を行います。
また、老朽化の著しいため池の全面的な改修を行うため、
『計画概要書作成』を行います。

①劣化状況評価　　　　　　　　　　　38,000千円
＜実施箇所：53か所＞
　旧宮崎市域：23か所
　佐土原町域： 8か所
　田　野町域： 2か所
　高　岡町域：10か所
　清　武町域：10か所

②計画概要書作成　　　　　　　　　　31,000千円
＜実施箇所：2か所＞
　山王迫池、九日田池

49,000
県
(3/4)

○ 地籍の明確化を図るため、一筆ごとの土地の所有者、地番及
び地目の調査、並びに境界及び地積に関する測量を行いま
す。

＜事業概要＞
　調査地区：内海地区
　調査面積：1.34k㎡

7,000
県
(10/10)

○ 地域住民の安全を図るため、不要となった揚水施設の撤去に
係る実施計画の策定を行います。

　＜事業概要＞
　・事業箇所：石崎頭首工（佐土原）
　・事業内容：実施計画策定

農林
水産

【取組内容】

かんしょ重要病害虫緊急対策事業（Ｒ３国補正）【市上乗せなし】

項目
受益
面積

（ａ）

取組者
（人）

内容
総事業費
(税込)

補助対象
事業費

（税抜）
補助金

ほ場残渣処理
（腐熟促進剤）

1,930 2 石灰窒素等散布 1,065 969 483

ウイルスフリー苗 1,930 2
ウイルスフリー苗・
ポット苗の利用

309 280 140

ウイルスフリー種いも 1,060 2
ウイルスフリー種いも
の利用

2,519 2,290 1,144

堆肥の散布 5,600 11 堆肥の購入・散布委託 6,406 5,824 2,911

10,299 9,363 4,678

※２　受益面積、取組者に重複しての取組みがある。

計

※１　取組者については、Ｒ3サツマイモ基腐病が確認された15戸のうち、
      Ｒ4年3月31日までに納品が完了する者。
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

急傾斜地崩壊対策県営事業負
担金（Ｒ３国補正）

〔土木課〕
港湾改修事業等負担金（Ｒ３
国補正）

〔土木課〕
道路舗装打換事業（Ｒ３国補
正）

〔道路維持課〕
宮崎駅東通線（３工区）整備
事業（Ｒ３国補正）

〔市街地整備課〕
大規模盛土造成地変動予測調
査事業（Ｒ３国補正）

〔開発審査課〕
小学校校舎外壁落下防止対策
事業（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕
小学校トイレ改修事業（Ｒ３
国補正）

〔学校施設課〕
小学校空気調和設備更新事業
（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕

9,750 市債

○ 高さ10ｍ以上の自然がけで、被害が予想される一定数の人家
等がある急傾斜地について、県が実施する急傾斜地崩壊対策
事業に係る市負担金(事業費の1/10)を支出します。

97,900 市債

○ 国の重要港湾に指定されている宮崎港の防災機能の強化を図
るため、国・県が実施する港湾整備事業に対し、市負担金
(事業費の1/10)を支出します。

25,000
国
(5.5/10)
市債

○ 道路の安全性と住民の生活環境の向上を図るため、老朽化し
た道路舗装の打換工事を行います。

＜事業箇所＞
　花ヶ島通線：延長125ｍ

100,000
国
(5.5/10)
市債

○ 宮崎駅東口と宮崎港を結ぶ道路交通軸として、災害時の避難
路や緊急輸送道路の機能を確保するための幹線道路を整備し
ます。

＜整備概要＞
　延長502m、幅員27m、車道3.25m×4、歩道4.5m×2、
　自転車レーン1.5m×2及び中央分離帯の整備

20,200
国
(1/2)

○ 大地震時等における宅地防災対策を推進するため、大規模盛
土造成地の変動予測調査等を実施し、第二次スクリーニング
計画(調査対象盛土の優先度を評価)を策定します。

＜調査対象盛土＞
　78箇所

教育

111,400
国
(1/3)
市債

○ 児童にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化
が進んでいる校舎の外壁改修を行い、児童等の安全確保と施
設の長寿命化を図ります。

＜対象校＞
　小松台小、生目台西小、檍北小
＜工事概要＞
　外壁工事、塗装工事
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

46,340
国
(1/3)
市債

○ 児童が学校で快適かつ衛生的にトイレを使用できるようにす
るとともに、トイレの長寿命化を図るため、老朽化した校舎
内トイレの改修工事を行います。

＜対象校＞
　宮崎南小
＜工事概要＞
　内装改修、配管取替、便器の洋式化
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

83,632
国
(1/3)
市債

○ 児童等にとって良好な教育環境を維持するため、老朽化した
空調設備の更新を行い、夏季等における教室の適切な室温管
理を図ります。

＜対象校＞
　宮崎小、宮崎東小、檍小、潮見小
＜工事概要＞
　個別空調設備の更新
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

土木

地区名 事業費 負担金

芳士元村 70,000 7,000

広原畑 20,000 1,000

白浜 15,000 750

照明院 10,000 1,000

計 115,000 9,750

※広原畑・白浜地区は災害関連事業等のため、
　事業費の1/20負担。

事業主体 事業概要 事業費 負担金

国（直轄） 南防波堤(改良) 850,000 85,000

県 防波堤、岸壁改良 129,000 12,900

979,000 97,900計
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

３５人学級教室整備事業（Ｒ
３国補正）

〔学校施設課〕
小学校空気調和設備整備事業
（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕
中学校校舎外壁落下防止対策
事業（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕
中学校トイレ改修事業（Ｒ３
国補正）

〔学校施設課〕
中学校空気調和設備更新事業
（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕
中学校空気調和設備整備事業
（Ｒ３国補正）

〔学校施設課〕
学校ＩＣＴ環境整備促進事業
（Ｒ３国補正）

〔教育情報研修センター〕

18,198
国
(1/3)
市債

○ 35人学級に移行することに伴い新たに増加する普通教室に空
調設備の整備を行い、良好な学校環境を整えます。

＜対象校＞
　瓜生野小、木花小
＜工事概要＞
　普通教室への空調設備の整備
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

302,095
国
(1/3)
市債

○ 音漏れ防止のために窓を閉める機会が多い音楽教室に空調設
備の整備を行い、夏季等における教室の適切な室温管理を図
ります。

＜対象校＞
　全館空調以外の小学校39校
＜工事概要＞
　音楽教室への空調設備の整備
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

39,300
国
(1/3)
市債

○ 生徒にとって安全・安心な教育環境を維持するため、老朽化
が進んでいる校舎の外壁改修を行い、生徒等の安全確保と施
設の長寿命化を図ります。

＜対象校＞
　赤江東中
＜工事概要＞
　外壁工事、塗装工事
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

93,780
国
(1/3)
市債

○ 生徒が学校で快適かつ衛生的にトイレを使用できるようにす
るとともに、トイレの長寿命化を図るため、老朽化した校舎
内トイレの改修工事を行います。

＜対象校＞
　大塚中、広瀬中
＜工事概要＞
　内装改修、配管取替、便器の洋式化
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

145,336
国
(1/3)
市債

○ 生徒等にとって良好な教育環境を維持するため、老朽化した
空調設備の更新を行い、夏季等における教室の適切な室温管
理を図ります。

＜対象校＞
　赤江東中、大淀中
＜工事概要＞
　個別空調設備への改修、更新
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

233,703
国
(1/3)
市債

○ 音漏れ防止のために窓を閉める機会が多い音楽教室に空調設
備の整備を行い、夏季等における教室の適切な室温管理を図
ります。

＜対象校＞
　全館空調以外の中学校19校
＜工事概要＞
　音楽教室への空調設備の整備
＜国庫補助金＞
　補助対象経費の1/3

4,380
国
(1/2)

○ 小学校における35人学級による学級増に対応するため、学校
ＩＣＴ環境の整備を行います。

＜整備内容＞
　タブレット端末充電保管庫の設置
　大型提示装置及び実物投影機の設置

教育
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【特別会計】

（公営住宅建設資金特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（国民健康保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（後期高齢者医療特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（介護保険特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

宮崎市営住宅等基金積立金（第２号
基金）

〔建築住宅課〕

事業名

保険給付費

〔国保年金課〕
償還金

〔国保年金課〕

事業名

後期高齢者医療広域連合納付金

〔国保年金課・国保収納課〕

事業名

保険給付費

〔介護保険課〕

223,371 財産収入

○ 市営住宅跡地を売却したため、実績に基づき積立額を増額し
ます。

※補正前　100,893千円　⇒　補正後　324,264千円

△ 129,674
国保税
県
繰入金

○ 医療費の実績に基づき、所要額を減額します。

(上記には保険給付費のうち、補正があるもののみ掲載)

※保険給付費全体
　補正前　30,734,707千円　⇒　補正後　30,605,033千円

43,487 国保税

○ 過年度の国等からの超過受入分を償還します。

※補正前　24,532千円　⇒　補正後　68,019千円

△ 211,834

保険料
繰入金
繰越金
諸収入

○ 保険料収納額及び保険基盤安定繰入金の実績に基づき、所要
額を減額します。

※補正前　5,190,383千円　⇒　補正後　4,978,549千円

4,017,160

保険料
国
県
繰入金
諸収入

○ 介護サービス給付費等の実績に基づき、所要額を増額しま
す。

給付内容 補正前 補正後 補正額
一般被保険者療養給付費 26,300,000 26,200,000 △ 100,000
一般被保険者高額療養費 3,955,000 3,920,000 △ 35,000
一般被保険者高額介護合算療養費 3,300 4,666 1,366
出産育児一時金補助 150,880 152,560 1,680
葬祭費 10,000 11,280 1,280
傷病手当金 1 1,001 1,000

計 30,419,181 30,289,507 △ 129,674

項目 交付済額 確定額 償還額
特定健診等負担金返還金 82,446 64,726 17,720
国保ヘルスアップ事業返還金 18,000 15,806 2,194
災害臨時交付金返還金 254 149 105
療養給付費等交付金返還金 - - 48,000

計 100,700 80,681 68,019

補正前 補正後 補正額

30,627,120 34,561,326 3,934,206

769,824 851,196 81,372

36,000 36,856 856

958,000 938,171 △ 19,829

174,000 160,461 △ 13,539

858,000 893,507 35,507

1,800 387 △ 1,413

33,424,744 37,441,904 4,017,160

款・項・目（項名）

介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

その他の諸費

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

市町村特別給付費

計
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（公設合併処理浄化槽事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（宅地造成事業特別会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

【企業会計】

（水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（工業用水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（公共下水道事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（農業集落排水事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

（田野病院事業会計） （単位：千円）

補正額 左の特定財源 説　　　　　明

事業名

浄化槽管理事業

〔環境施設課〕

事業名

一般会計繰出金

〔区画整理課〕

事業名

水道事業

〔上下水道局〕

事業名

工業用水道事業

〔上下水道局〕

事業名

公共下水道事業

〔上下水道局〕

事業名

農業集落排水事業

〔上下水道局〕

事業名

田野病院事業

〔保健医療課〕

6,365

使用料
手数料
繰入金
繰越金
諸収入

○ 公設合併処理浄化槽の維持管理実績に基づき、剰余金が当初
の見込みよりも増加したことにより、公設合併処理浄化槽基
金積立金等の経費を増額します。

※補正前　58,964千円　⇒　補正後　65,329千円

△60,200
財産収入
繰越金

○ 保留地処分金の実績等に基づき、繰出金を減額します。

※補正前　178,570千円　⇒　補正後　118,370千円

△ 622,956
企業債

○ 水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収益的支
出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額します。

△ 1,622

○ 工業用水道事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、収
益的支出の費用を増額し、資本的支出の建設改良費を減額し
ます。

365,947
国
企業債

○ 公共下水道事業運営経費の実績に基づき、収益的支出の費用
を増額するとともに、国の補正予算に伴い資本的支出の建設
改良費を増額します。

△ 4,210 企業債

○ 農業集落排水事業運営経費及び建設改良費の実績に基づき、
収益的支出の費用及び資本的支出の建設改良費を減額しま
す。

257,730

○ 介護老人保健施設事業の廃止に伴う減損損失を始めとする収
益的支出の費用を増額するとともに、実績に基づき、資本的
支出の建設改良費を減額します。
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≪新型コロナウイルス感染症関連事業≫

【一般会計】 （単位：千円）

款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

口座振替登録デジタル化事業

〔納税管理課〕
ＰＯＳシステムセミセルフレ
ジ導入事業

〔市民課〕
窓口発券機システム導入事業

〔赤江地域センター〕
〔生目地域センター〕

子育て世帯への臨時特別給付
（支援給付金）支給事業

〔子育て支援課〕
新型コロナウイルス感染症検
査・医療費

〔健康支援課〕
新型コロナウイルス感染症検
査委託事業

〔保健衛生課〕
新型コロナウイルスワクチン
接種推進事業

　　　 〔新型コロナウイルス 
　　ワクチン対策局〕

総務

3,586
国
(交付金)

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び納税者の利便性向
上を図るため、市税等の口座振替登録の手続きを非対面で行
うシステムを構築します。

4,097
国
(交付金)

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止及び市民の利便性向上
を図るため、来庁者との接触機会を減らし、証明書発行手数
料の受領を行うことができるキャッシュレス決済に対応した
レジシステムを導入します。

2,387
国
(交付金)

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止、来庁者の利便性向上
及び職員の負担軽減を図るため、窓口発券機システムを導入
します。

＜内訳＞
  赤江地域センター　1,328千円
  生目地域センター　1,059千円

民生 32,210

国
(10/10)
国
(交付金)

○ 令和3年度子育て世帯への臨時特別給付金及び宮崎市子育て
世帯応援給付金(以下「給付金」)の支給を受けていないひと
り親世帯等を対象に、支援給付金を支給し、経済的な支援を
行います。

＜対象児童＞
　平成15年4月2日から令和4年3月31日までに生まれた児童
　(0歳から18歳)

＜支給額＞
　対象児童1人当たり10万円

※国(交付金)は、宮崎市子育て世帯応援給付金分に充当

11,128
国
(1/2、3/4)

○ 新型コロナウイルス感染症患者の急激な増加に伴う検査費用
や入院医療費等の不足に対応するため、所要額を増額しま
す。

＜主な事業内容＞
　抗原・ＰＣＲ検査料自己負担額　  5,026千円(1/2)
　入院医療費自己負担額 　　　　　 4,162千円(3/4)
　疫学調査等電話通信料　　　　　　1,891千円　　　等

※補正前　382,506千円　⇒　補正後　393,634千円

43,000
国
(1/2)

○ 新型コロナウイルス感染症患者の急激な増加に備え、検査能
力(144件/日)を上回る検査に対応するため、民間検査機関へ
の検査委託費用の所要額を増額します。

＜事業内容＞
　検査委託数：5,600件

※補正前　68,000千円　⇒　補正後　111,000千円

10,500
国
(交付金)

○ 令和4年4月から、集団接種のメイン会場をカリーノ宮崎に変
更することに伴い、接種を受ける方の駐車場を確保すること
で、ワクチン接種の推進を図ります。

衛生
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

青島ビーチセンター指定管理
料

〔観光戦略課〕
観光イベント新型コロナウイ
ルス感染症対策事業

〔観光戦略課〕
スポーツイベント新型コロナ
ウイルス感染症対策事業

〔スポーツランド推進課〕
新型コロナウイルス感染症経
済対策プレミアム付商品券支
援事業

〔商業政策課〕
事業復活支援金広報事業

〔商業政策課〕
フェニックス自然動物園指定
管理料

〔公園緑地課〕

692

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、市の要請によ
り施設の利用制限をしたことで当初計画していた利用料金収
入等が見込めず、管理運営に支障が出ることが予想されるこ
とから、想定される営業損失相当を指定管理者へ補償金とし
て支払います。

＜指定管理者＞
　渚の交番青島プロジェクト実行委員会

※補正前　6,286千円　⇒　補正後　6,978千円

11,000
国
(交付金)

○ 令和4年度に実施する観光関連イベントの開催に伴い、新型
コロナウイルス感染症の対策を講じるため、主催者等に対し
感染症対策に係る費用を助成します。

＜対象イベント＞
　宮崎神宮大祭　　　　　　　　　　　  　　5,000千円
　まつりえれこっちゃみやざき              3,000千円
　みやざき青島国際ビールまつり　　　　    1,000千円
　青島ビーチパーク　　　　　　　          1,000千円
　カ・ラー・イ・カ・ヒキナ・フラフェスｉｎ宮崎
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1,000千円

30,800
国
(交付金)

○ スポーツ大会・イベントの開催に伴い、新型コロナウイルス
感染症の対策を講じるため、主催者等に対し感染症対策に係
る費用を助成します。

＜内訳＞
　令和3年度　 　　　　6,300千円
　令和4年度(繰越)　　24,500千円

674,656

国
(交付金)
県
(1/2)

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大により影響を受けた消費者
の購買意欲を喚起し、経営悪化した小売業や飲食サービス業
等を支援するため、令和4年度に実施するプレミアム付商品
券の発行・販売、広告宣伝などに係る費用を助成します。

＜内容＞
　1セット10,000円の商品券に30%のプレミアムを付加。
　175,000セット発行予定。

8,300
国
(交付金)

○ 国において「事業復活支援金」を創設し、新型コロナウイル
ス感染症の影響を受けた事業者を対象に、事業規模に応じた
給付金を支給することとしているが、コロナ禍で売上減少に
直面している本市事業者が、当支援金を活用し事業の建て直
しを図ることができるよう、様々な媒体を活用し当支援金の
周知広報を行います。

＜主な広報手段＞
　・テレビ、新聞、ラジオ等による広報
　・市の事業者支援事業で申請された方に対する郵送広報
　・その他媒体による広報

土木 71,040

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、市の要請によ
り施設の休館をしたことで当初計画していた利用料金収入等
が見込めず、管理運営に支障が出ることが予想されることか
ら、想定される営業損失相当を指定管理者へ補償金として支
払います。

＜指定管理者＞
　宮崎市フェニックス自然動物園管理株式会社

＜補正額＞
　休園補償　　　　　　　　　 71,040千円
　遊戯施設運行休止による補償　4,851千円

＜新型コロナウイルス感染症関連事業分＞
　75,891千円－4,851千円＝71,040千円

※補正前　43,021千円　⇒　補正後　114,061千円
　(新型コロナウイルス感染症関連事業分のみ)

商工

75,891千円
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款 事業名 補正額 左の特定財源 説　　　　　明

文化施設指定管理料

〔文化・市民活動課〕
科学技術館指定管理料

〔生涯学習課〕

 ※表中の［左の特定財源］欄の［国(交付金)］は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を示している。

教育

1,045

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、市の要請によ
り施設の利用制限をしたことで当初計画していた利用料金収
入等が見込めず、管理運営に支障が出ることが予想されるこ
とから、想定される営業損失相当を指定管理者へ補償金とし
て支払います。

＜指定管理者＞
　トールツリーグループ(宮崎市清武文化会館)

※補正前　534,659千円　⇒　補正後　535,704千円

6,614

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、市の要請によ
り施設の休館をしたことで当初計画していた利用料金収入等
が見込めず、管理運営に支障が出ることが予想されることか
ら、想定される営業損失相当を指定管理者へ補償金として支
払います。

＜指定管理者＞
 (公財)宮崎文化振興協会

※補正前　140,683千円　⇒　補正後　147,297千円
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（１）国から示された交付限度額

（通常分交付金:本省繰越 R2→R3） … ①

（通常分交付金:国庫補助裏負担 R2分） … ②

（事業者支援交付金） … ③

（通常分交付金:令和3年度補正予算分） … ④

（通常分交付金:国庫補助裏負担 R3分） … ⑤

（即時対応特定経費交付金　※交付見込み） … ⑥

（２）本市における財源（予算）化の状況

現年事業へ充当

〇令和３年度事業へ全額充当（①＋②＋③＋⑥） …Ⅰ

繰越事業へ充当

〇繰越事業及び令和４年度補正予算へ充当（④＋⑤） … Ⅱ

〇Ⅱのうち、令和４年度への繰越事業への充当額 … Ⅲ

令和４年度補正予算へ充当（本省繰越予定額）

〇令和４年度の補正予算の財源に充当予定 Ⅱ－Ⅲ … Ⅳ

（単位：千円）

第１回目 927,268

第２回目 119,639

第３回目 372,034

第４回目 1,549,533

第５回目 390,376

第６回目 319,039

3,677,889

1,737,980

1,939,909

1,141,884

798,025

令和３年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の活用状況について

参 考
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臨時交付金活用事業（実施計画記載事業）概要

＜R2.12.8閣議決定＞

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止策

　〇 医療提供体制の確保と医療機関等への支援

　〇 PCR検査・抗原検査の体制整備

　〇 知見に基づく感染防止対策の徹底

　〇 デジタル改革・グリーン社会の実現

Ⅱ．ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現

　〇 地方への人の流れの促進など活力ある地方創り

～国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策～ 

24事業 8,199,221千円

4事業 18,150千円

・障がい者支援施設等新規入所者へのPCR検査費用助成事業 障がい福祉課 200千円

・介護保険施設等新規入所者へのPCR検査費用助成事業 介護保険課 6,000千円

・新型コロナウイルス感染症対応力強化事業 介護保険課 3,300千円

・感染症感染防止対策事業 消防局総務課 8,650千円

2事業 14,041千円

・抗原検査キット購入（障がい者施設等） 障がい福祉課 1,826千円

・抗原検査キット購入（介護施設等） 介護保険課 12,215千円

14事業 8,146,267千円

・水道事業会計繰出金（水道事業会計感染症対策費） 財政課 849千円

・健康管理費（新型コロナウイルス対策消耗品等） 人事課 6,160千円

・庁舎管理費（新型コロナウイルス対策備品、消耗品等購入） 管財課 2,528千円

・新型コロナウイルス感染症対策災害時備蓄品整備事業 地域安全課 15,000千円

・保育所等安全対策推進事業（R2国3次補正） 保育幼稚園課 12,932千円

・介護認定審査室トイレ改修事業 介護保険課 2,871千円

・東京オリンピック・パラリンピック事前合宿感染症対策事業 スポーツランド推進課 21,815千円

・新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業 商業政策課 7,987,877千円

・小学校感染症対策事業（R2国3次補正） 教育委員会企画総務課 59,200千円

・中学校感染症対策事業（R2国3次補正） 教育委員会企画総務課 30,000千円

・小学校消毒作業 教育委員会企画総務課 1,894千円

・中学校消毒作業 教育委員会企画総務課 1,340千円

・消防施設保全事業 消防局総務課 3,218千円

・広域消防施設整備事業 消防局総務課 583千円

4事業 20,763千円

・職員研修配信業務 人事課 2,412千円

・リモートワーク実証事業 情報政策課 1,601千円

・障がい福祉窓口業務電子処理化事業 障がい福祉課 16,225千円

・消防施設保全事業 消防局総務課 525千円

13事業 1,015,370千円

　〇 中小・小規模事業者の経営転換や企業の事業再構築等の支援 1事業 502,176千円

・新型コロナウイルス感染症緊急事業者支援事業 商業政策課 502,176千円

6事業 149,024千円

・空港ビル施設使用料減免措置支援事業 拠点都市創造課 45,338千円

・教育旅行カーフェリー体験事業 拠点都市創造課 3,510千円

・健康みやざきマイレージ推進事業 健康支援課 20,000千円

・教育旅行推進事業 観光戦略課 60,431千円

・まちなかの回遊性向上促進事業 商業政策課 7,245千円

・「花のまちみやざき」魅力アップ事業 景観課 12,500千円
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　〇 更なる輸出拡大を軸とした農林水産業の活性化

　〇 家計の暮らしと民需の下支え

＜R3.11.19閣議決定＞

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止

◆医療提供体制の確保等

  ◇ワクチン接種の促進、検査の環境整備、治療薬の確保

  ◇感染防止の徹底

◆感染症の影響により厳しい状況にある方々の事業や生活・暮らしの支援

  ◇事業者への支援

  ◇生活・暮らしへの支援

◆安心・安全を確保した社会経済活動の再開

  ◇社会経済活動の再開

◆地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」

  ◇DX（デジタルトランスフォーメーション）の推進

※掲載している事業は、令和３度当初予算から令和３年度３月補正予算において予算化した事業のうち、

　臨時交付金の実施計画に記載している交付対象事業（人件費除く）になります。

※記載金額は、臨時交付金活用予定額（計画額）であり、補正後の予算額と一致しないものがあります。

※予算書上の事業名とは異なる表記となっているものがあります。

3事業 55,000千円

・みやざきの花消費拡大緊急支援事業 農業振興課 35,000千円

・宮崎市お茶PR・消費拡大緊急支援事業 農業振興課 15,000千円

・水産物販売促進支援事業 森林水産課 5,000千円

3事業 309,170千円

・不妊治療支援事業 親子保健課 108,900千円

・新型コロナウイルス緊急対応赤ちゃん応援事業 親子保健課 190,270千円

・修学旅行取消料等支援事業 教育委員会学校教育課 10,000千円

～コロナ克服・新時代開拓のための経済対策～

9事業 5,609,219千円

2事業 11,974千円

・新聞・テレビ・ラジオ等による広報費 秘書課 1,474千円

・新型コロナウイルスワクチン接種推進事業 ワクチン対策局 10,500千円

3事業 8,387千円

・健康管理費（新型コロナウイルス対策消耗品） 人事課 6,000千円

・窓口発券機システム導入事業 赤江地域センター 1,328千円

・窓口発券機システム導入事業 生目地域センター 1,059千円

2事業 5,172,050千円

・新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業 商業政策課 5,163,750千円

・事業復活支援金広報事業 商業政策課 8,300千円

2事業 416,808千円

・子育て世帯応援給付金支給事業 保育幼稚園課 415,508千円

・ひとり親世帯等特別支援給付金事業 子育て支援課 1,300千円

Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え 3事業 710,156千円

3事業 710,156千円

・観光イベント新型コロナウイルス感染症対策事業 観光戦略課 11,000千円

・スポーツイベント新型コロナウイルス感染症対策事業 スポーツランド推進課 24,500千円

・新型コロナウイルス感染症経済対策プレミアム付商品券支援事業 商業政策課 674,656千円

Ⅲ．未来を切り拓く「新しい資本主義」の起動 2事業 7,683千円

2事業 7,683千円

・POSシステムセミセルフレジ導入事業 市民課 4,097千円

・口座振替登録デジタル化事業 納税管理課 3,586千円
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■　合計額

本市における経済対策事業別内訳

～国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策～ 

　新型コロナウイルス感染症関連事業　計 37事業 9,214,591千円

～コロナ克服・新時代開拓のための経済対策～

　新型コロナウイルス感染症関連事業　計 14事業 6,327,058千円

　新型コロナウイルス感染症関連事業　計 51事業 15,541,649千円

 Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の
 Ⅰ．拡大防止策

　　　（新型コロナウイルス感染症対策費）

24事業 8,199,221千円

 Ⅱ．ポストコロナに向けた経済構造の
　　　転換・好循環の実現

　　　（CheerUp!みやざき元気回復プロジェクト）

13事業 1,015,370千円

 Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡大防止

　　　（新型コロナウイルス感染症対策費）
9事業 5,609,219千円

 Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の
      再開と次なる危機への備え

　　　（CheerUp!みやざき元気回復プロジェクト）

3事業 710,156千円

 Ⅲ．未来を切り拓く「新しい資本主義」の
      起動

　　　（CheerUp!みやざき元気回復プロジェクト）

2事業 7,683千円

新型コロナウイルス感染症対策費 33事業 13,808,440千円

CheerUp!みやざき元気回復プロジェクト 18事業 1,733,209千円

内
訳

内
訳

内
訳
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